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1 ．　はじめに

　日本の輸送を支える運輸業では，トラック輸

送の担い手であるドライバー不足が問題となっ

ている。トラックドライバーは，労働時間が長

いだけでなく，脳・心臓疾患および精神障害の

労災支給決定（認定）件数が多い職種でもある。

現在の日本の運輸業にとっての課題は，いかに

ドライバーを獲得し，定着させるのかにある。

　人的資源管理（Human Resource Manage-

ment: 以下，HRM）研究においては，人材の

獲得や定着に対して一定の効果をもつ HRM

施策や，ワーク・ライフ・バランス（Work-Life 

Balance: 以下，WLB）経営，「健康経営®」2 へ

の取り組み，等が論じられてきた。また，そ

れらの施策が従業員の自発的離職に及ぼす影

響について研究が蓄積されてきた（e.g. Shaw 

et al., 1998; Delery et al., 2000）。さらに，特

定の HRM 施策が情緒的コミットメントに影

響を及ぼし，それが自発的離職の低下をもたら

すことも明らかにされている（e.g. Gardner et 

al., 2011）。

　本稿では，こうした枠組みをトラックドラ

イバーに適用し，運輸業における HRM 施策，

WLB 経営，健康経営に対する知覚が，情緒的
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コミットメントに及ぼす影響について検討す

る。また，それらの影響を検討する上で，トラッ

クドライバーとして働く人材がもつ志向性の違

いを考慮し，トラックドライバーがもつアイデ

ンティティ志向性の影響に着目する。

2 ．先行研究

2． 1　トラックドライバーの労働環境

　日本の輸送の大半はトラックが担っている。

「全国貨物純流動調査（物流センサス）報告書」

によると，2015 年の日本の年間出荷量のうち

営業用トラックが 55.2％と過半数を占めてい

る3。しかし，その重要性にも関わらず，近年

の運輸業ではトラックドライバーの人手が不足

している。「労働経済動向調査」によれば，運

輸業・郵便業は 2021 年 5 月時点で欠員率（常

用雇用者に対する未充足求人の割合）が 4.1％

と 2 番目に高い産業となっている4。また，「ト

ラック輸送状況の実態調査結果（全体版）」に

よれば，2015 年には運送事業者の 68.8％がド

ライバー不足を感じているとされる5。

　一方で，トラックドライバーは，過酷な労

働環境ゆえに人材の確保が難しい職種でもあ

る。「令和 2 年賃金構造基本統計調査」による

と，大型トラックドライバーの年間労働時間は

2,532 時間，大型車を除くトラックドライバー

は 2,484 時間であり，全産業の平均値 2,100 時

間と比べると労働時間が長いことがわかる6。

また，トラックドライバーは脳・心臓疾患およ

び精神障害の労災支給決定（認定）件数が多い

職種でもある。「令和 2 年版過労死等防止対策

白書」では，自動車運転従業者は脳・心臓疾患

の労災支給決定（認定）件数が最も多い職種で

あり，精神障害に関しても 2 番目に多い7 8。

　こうした状況下において，運輸業の各企業は

トラックドライバーの確保・定着に取り組む必

要に迫られている。

2 ． 2 　トラックドライバーの離職に対する

HRM施策の影響

　HRM 研究においては，特定の HRM 施策が

トラックドライバーの自発的離職を低下させ

ることが検証されている。Shaw et al.（1998: 

518-519）では，トラックドライバーの自発的

離職を低下させる要因として平均賃金と福利厚

生，自発的離職を促進する要因として電子的監

視と 1 か月当たりの帰宅できなかった回数を指

摘している。また，Delery et al.（2000: 637-

638）でも，トラックドライバーの自発的離職を

低下させる要因として平均賃金と 1 か月当たり

の帰宅回数を指摘している。これらの研究は，

トラックドライバーの離職防止に関して特定の

HRM 施策が一定の効力をもつことを示してい

る。

　また，Schulz et al.（2014: 627）では，トラッ

クドライバーの離職意思に情緒的コミットメ

ントが負の影響を及ぼすことを指摘している。

この研究は，Shaw et al.（1998）や Delery et 

al. （2000）が指摘した特定の HRM 施策の他

にも，情緒的コミットメントがトラックドライ

バーの自発的離職に影響することを示してい

る。

　以上の研究から，トラックドライバーの自発

的離職に対して，特定の HRM 施策と情緒的

コミットメントが影響を及ぼすことが指摘され

ている。情緒的コミットメントとは「組織のた

めに働きたい，組織に居続けたいといった，組

織への積極的な関係を含む概念」（鈴木， 2002: 

16）であり，こうした組織に対する積極的な態

度，すなわち愛着や一体感が高まることで自発

的な離職が低下することが指摘されたのであ

る。一方で，HRM 施策は，（情緒的コミット

メントを含む）組織コミットメントにも関連づ

けられる変数であることが指摘される（Wright 

and Kehoe, 2009: 293）。 例 え ば，Gardner et 

al.（2011: 336-341）は，トラックドライバーだ

けを対象とした研究ではないものの，モチベー

ション向上 HRM 施策とエンパワーメント向

上 HRM 施策が（集団的）情緒的コミットメ

ントを通じて自発的な離職を低下させることを

検証している。そのため，本稿では，HRM 施

策がトラックドライバーの情緒的コミットメン

トに及ぼす影響について着目する。
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2 ． 3 　情緒的コミットメントとアイデンティ

ティ志向性

　Jiang（2016: 301）は，HRM 施策と組織コミッ

トメントの関係における潜在的な調整変数とし

て，個人の志向性の違いを指摘している。既存

の研究では，HRM 施策の誘因による従業員の

自発的な返礼意識・貢献行動を想定した枠組み

になっており，その関係を説明する変数が限定

的であった（竹内，2017: 12）。しかし，こう

した単純化された図式では返礼意識・貢献行動

における個人の志向性の影響を検証することが

できない。

　そこで，本稿では，HRM 施策と情緒的コ

ミットメントの関係において，トラックドライ

バーがもつ志向性がどのように影響するのかを

検討する。トラックドライバーは，その中心と

なる運転業務が独立した性質をもち，組織的な

ものよりも職業的なアイデンティフィケーショ

ンが強いとされる（Delery et al., 2000: 642）。

その背景には，長時間にわたる労働時間の大半

をトラック車両にて一人で過ごすことや，人手

不足の状況において比較的転職が容易なこと等

が考えられる。一方で，トラックドライバーは

ドライバー同士で仕事を分担していることがあ

り，職場内の同僚が仕事を終えるまで日常的に

そのサポートを求められる状況にある（首藤，

2018: 124）。

　以上のような職業上の特性により，トラック

ドライバーは職場や組織そのものを認識する機

会が少なくなり，代わりに日頃から接すること

の多い上司や同僚との関係性によって動機づけ

られると考えられる。一方で，同じ組織で働く

ドライバー以外の従業員は，日頃から職場内で

業務を担うことで相対的に職場や組織そのもの

を認識する機会が多くなり，結果として集団の

価値観や規範が重要になると考えられる。こう

した職業上の特性を反映した志向性の違いは，

HRM 施策の知覚と情緒的コミットメントの関

係にも影響を及ぼすと考えられる。

　こうしたトラックドライバーの志向性を捉

えるために，本稿ではアイデンティティ志向

性（Identity Orientation）の概念に着目する。

アイデンティティ志向性とは，人々のアイデン

ティフィケーションのプロセスを捉える枠組み

であり，その基本形態として個人志向性，関係

志向性，集団志向性の 3 つを区別する（Brickson 

and Brewer, 2001: 50）。アイデンティティ志

向性は，既存の枠組みで焦点を当てられてきた

個人と集団の単位に加え，対人関係も分析対象

とすることに特徴をもつ。

　3 つの志向性は，それぞれ異なる社会的モチ

ベーション・自己認識・自己価値を評価する

ための参照枠組みをもつ（Brickson, 2000: 84-

85）。第 1 に，個人志向性が高い人は，自己利益

によって動機づけられ，個人特性・特徴から自

らを認識し，他者との比較を参照枠組みとして

利用する。第 2 に，関係志向性が高い人は，他

者の利益を生み出すために動機づけられ，重要

な他者との関係における役割から自らを認識

し，その役割を遂行することの妥当性に基づい

て自らを評価する。第 3 に，集団志向性が高い

人は，集団の繁栄を守るために動機づけられ，

集団の原型（prototype）から自らを認識し，

他の集団との比較によって自らの価値を決め

る。つまり，それぞれの志向性の違いは，人々

が個人・関係・集団のどれを基準として自らを

出所：Brickson（2000）p. 85.

表 1　アイデンティティ志向性の基本的な側面
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捉えようとしているのかを示している。以上の

ような 3 つの志向性の違いを整理したものが表

1 である。この表にある通り，3 つの志向性は

それぞれ異なる側面をもち，人はそれぞれの状

況に応じて自らを個人・対人関係におけるパー

トナー・集団の一員として同一化する（Brick-

son, 2000: 84）。

　3 つの志向性は，情緒的コミットメントに

対してそれぞれ異なる関係をもつ（王，2017: 

124-126）。個人志向性は，自己利益の追及が成

功した場合に組織に対する情緒的コミットメン

トを向上させる可能性をもち，失敗した場合に

は情緒的コミットメントを低下させる可能性を

もつ。関係志向性は，良好な対人関係を提供す

る組織に対して高い情緒的コミットメントを示

す可能性をもつ。集団志向性は，集団の繁栄の

ために働くことで組織に対して高い情緒的コ

ミットメントを示す。これらのアイデンティ

ティ志向性の違いは，HRM 施策が情緒的コ

ミットメントに与える影響を調整する効果をも

つと考えられる。例えば，王（2017: 131-132）

は，研修による支援が情緒的コミットメントに

与える影響に対して，従業員のもつ個人志向性

と集団志向性が調整効果をもつことを検証して

いる。

　よって，本稿では，HRM 施策の知覚が情緒

的コミットメントに及ぼす影響におけるアイデ

ンティティ志向性の調整効果を検討する。また，

トラックドライバーのアイデンティティ志向性

の影響を検討するために，ドライバー以外の従

業員との比較を行う。さらに，本稿では，帰宅

回数と自発的離職の関係についての先行研究

（e.g. Shaw et al., 1998; Delery et al., 2000）や，

トラックドライバーの脳・心臓疾患や精神障害

についての現状を踏まえ，HRM の関連施策と

して WLB 経営および健康経営に対する知覚を

取り上げる。

3 ．仮説

　本稿では，以下の 4 つの仮説を設定する。

　第 1 に，HRM およびその関連施策の知覚と

情緒的コミットメントの関係である。海外の研

究では，報酬と自発的離職の関係性が指摘され

ている（e.g. Shaw et al., 1998; Delery et al., 

2000）。一方で，日本のトラックドライバーは

賃金が相対的に低い職種であるものの9，日本

企業が従業員の満足するような報酬を保証する

ことは多くの統制不可能な要因によって困難で

あるとの指摘もある（山本，2009: 48）。そこで，

本稿では山本（2009: 111-112）にてコミットメ

ントモデルの HRM 施策として用いられた雇

用保障の知覚，積極的な教育訓練，評価・昇進

の適切性を取り上げる。また，既述のように，

HRM の関連施策として WLB 経営および健康

経営を取り上げる。これらの HRM およびそ

の関連施策の知覚は，トラックドライバーとド

ライバー以外の従業員において，いずれも情緒

的コミットメントを高めると考えられる。よっ

て，以下の仮説が設定される。

仮説 1：トラックドライバーは，HRM および

その関連施策【雇用保障（H1a），積

極的な教育訓練（H1b），評価・昇進

の適切性（H1c），WLB 経営（H1d），

健康経営（H1e）】を知覚しているほど，

情緒的コミットメントが高い。

仮説 2：ドライバー以外の従業員は，HRM お

よびその関連施策【雇用保障（H2a），

積極的な教育訓練（H2b），評価・昇

進の適切性（H2c），WLB 経営（H2d），

健康経営（H2e）】を知覚しているほど，

情緒的コミットメントが高い。

　第 2 に，HRM およびその関連施策の知覚と

情緒的コミットメントの関係に対するアイデン

ティティ志向性の調整効果である。HRM およ

びその関連施策の知覚と情緒的コミットメント

の関係について考えた場合，アイデンティティ

志向性の違いによって HRM およびその関連

施策の知覚が情緒的コミットメントに及ぼす影

響が異なると考えられる。

　トラックドライバーは，日頃から接する機会

の多い上司や同僚との関係性によって動機づけ
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られ，関係志向性が高い場合に HRM および

その関連施策の知覚が情緒的コミットメントを

高めると考えられる。一方で，ドライバー以外

の従業員は，集団の価値観や規範が重要になる

ことから，集団志向性が高い場合に HRM お

よびその関連施策の知覚が情緒的コミットメン

トを高めると考えられる。よって，以下の仮説

が設定される。

仮説 3：トラックドライバーの関係志向性が高

い場合に，HRM およびその関連施策

【雇用保障（H3a），積極的な教育訓練

（H3b），評価・昇進の適切性（H3c），

WLB 経営（H3d），健康経営（H3e）】

が情緒的コミットメントを高める。

仮説 4：ドライバー以外の従業員の集団志向性

が高い場合に，HRM およびその関連

施策【雇用保障（H4a），積極的な教

育訓練（H4b），評価・昇進の適切性

（H4c），WLB 経営（H4d），健康経営

（H4e）】が情緒的コミットメントを高

める。

4 ．調査方法

4． 1　調査対象

　本稿の調査は，2019 年 11 月に愛知県に本社

を置く運輸業 A 社にて実施された。回答数は

337 部で，そのうち有効回答は 288 部（有効回

答率 85.5％）であった。

　対象者 288 名のうち，トラックドライバー

が 134 名（46.5％）であった。男女比は男性

が 98.5 ％ で あ り， 既 婚 率 が 74.6 ％， 平 均 年

齢が 47.8 歳であった。勤続年数は，1 ～ 5 年

が 39.6 ％，6 ～ 15 年 が 25.4 ％，16 年 以 上 が

35.1％であった。さらに，134 名のうち 20 名

（14.9％）が管理職であった。

　ドライバー以外の従業員 154 名（53.5％）に

関しては，男性が 76.0％，既婚率が 57.8％，

平均年齢が 43.1 歳であった。勤続年数は 1 ～ 5

年が 36.4％，6 ～ 15 年が 35.7％，16 年以上が

27.9％であった。管理職が 42 名（27.3％）であっ

た。

4 ． 2 　測定尺度

　各質問項目は「1 ＝まったく当てはまらない」

から「5 ＝非常に当てはまる」までの 5 段階尺

度を用いた。調査においては次の尺度を用いた。

　情緒的コミットメントは，三崎（2006: 24）

に基づいて 4 項目（α =.90）を用いて測定した。

　HRM 施策は，山本（2009: 116-120）を参考

に，雇用保障の知覚については 3 項目（α =.64），

積極的な教育訓練については 2 項目（α =.67），

評価・昇進の適切性については 5 項目（α =.94）

を用いて測定した。

　WLB 経営と健康経営の知覚は，今野（2008: 

183）を参考に，「会社は従業員のワーク・ライ

フ・バランス（仕事と生活の両立）を重視する

経営をしている」，「会社は従業員の健康を重視

する経営をしている」を用いた。

　アイデンティティ志向性は，王（2017: 132-

133; 2018: 65）の尺度を参考に，個人志向性に

ついては 4 項目（α =.78），関係志向性につい

ては 4 項目（α =.81），集団志向性については

4 項目（α =.89）を用いた。

　コントロール変数として，性別，年齢，婚姻

状況，役職，勤続年数を設定した。

　それぞれの変数の記述統計と相関係数につい

ては，表 2 の通りである。

5 ．分析結果

　HRM およびその関連施策の知覚と情緒的コ

ミットメントの関係，およびそれらの関係にお

けるアイデンティティ志向性の調整効果を明ら

かにするために，階層的重回帰分析を行った。

トラックドライバーおよびそれ以外の従業員の

分析結果は表 3，表 4 の通りである。

　仮説 1 については，積極的な教育訓練，評

価・昇進の適切性，WLB 経営の知覚，健康経

営の知覚がトラックドライバーの情緒的コミッ

トメントに対して有意な正の影響を与えている

ことが確認された。これらの結果から，H1b，

H1c，H1d，H1e は支持されたと言える。
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表 2　記述統計と相関係数

表 3　階層的重回帰分析の結果（トラックドライバー）
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　仮説 2 については，積極的な教育訓練および

評価・昇進の適切性がドライバー以外の従業員

の情緒的コミットメントに対して有意な正の影

響を与えていることが確認された。これらの結

果から，H2b，H2c は支持されたと言える。

　仮説 3 については，積極的な教育訓練および

評価・昇進の適切性と関係志向性の交互作用項

はトラックドライバーの情緒的コミットメント

に対して有意な正の影響を与えていることが確

認された。図 1 は，トラックドライバーにおけ

る交互作用効果を示したものである。この結果

から，トラックドライバーの関係志向性が高い

場合に，積極的な教育訓練および評価・昇進の

適切性が情緒的コミットメントを高めることが

確認され，H3b，H3c は支持されたと言える。

　 仮 説 4 に つ い て は， 積 極 的 な 教 育 訓 練，

WLB 経営の知覚，健康経営の知覚と集団志向

性の交互作用項がドライバー以外の従業員の情

緒的コミットメントに対して有意な正の影響を

与えていることが確認された。図 2 は，ドライ

バー以外の従業員における交互作用効果を示

したものである。ドライバー以外の従業員の

集団志向性が高い場合に，積極的な教育訓練，

WLB 経営の知覚，健康経営の知覚が情緒的コ

ミットメントを高めることが確認され，H4b，

H4d，H4e は支持されたと言える。

6 ．考察

　前節の分析結果から，特定の HRM および

その関連施策が，トラックドライバーおよびそ

れ以外の従業員の情緒的コミットメントを高め

表 4　階層的重回帰分析の結果（ドライバー以外の従業員）
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図 1　トラックドライバーにおける交互作用効果

図 2　ドライバー以外の従業員における交互作用効果
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ることが確認された。また，3 つのアイデンティ

ティ志向性のうち，情緒的コミットメントに対

して直接的な影響を及ぼすのは集団志向性のみ

であったが，特定の HRM およびその関連施

策と情緒的コミットメントの関係における関係

志向性もしくは集団志向性の調整効果が確認さ

れた。それらの調整効果については，トラック

ドライバーとそれ以外の従業員の間に違いがあ

ることが確認された。

　まず，HRM 施策の情緒的コミットメントに

対する直接的な影響について，トラックドライ

バーとそれ以外の従業員の双方において，積極

的な教育訓練，評価・昇進の適切性による影響

が確認された。この 2 つの施策は，コミット

メントを高める HRM 施策としての効力を発

揮していたのだと考えられる。また，トラック

ドライバーに関しては，先行研究で指摘されて

いたように，帰宅回数や脳・心臓疾患および精

神障害についての現状が背景にあることから，

WLB 経営や健康経営に対する知覚が，一定の

効力をもっていたのだと考えられる。

　次に，トラックドライバーにおける関係志向

性の調整効果が認められた。トラックドライ

バーの関係志向性が高い場合には，他者の利益

を生み出すために動機づけられる。そのため，

評価・昇進の適切性を自分のみならず他者に

とっても公平な処遇を得るための機会の提供と

考え，積極的な教育訓練を自分だけでなく上司

や同僚に対する投資でもあると捉えるからこそ

トラックドライバーの情緒的コミットメントを

高めるのだと考えられる。

　また，図 1 では，トラックドライバーにおけ

る集団志向性の調整効果も示されている。ト

ラックドライバーの集団志向性が低い場合に，

評価・昇進の適切性が情緒的コミットメントを

高めることが確認された。集団志向性が低いト

ラックドライバーは，集団の繁栄を守るために

動機づけられる訳ではない。しかし，組織の価

値観や規範に捕らわれないからこそ，適切な評

価・昇進によって自らの仕事ぶりが公平に認め

られることで，組織に対する愛着を示すように

なるのだと考えられる。

　さらに，ドライバー以外の従業員における集

団志向性の調整効果が認められた。ドライバー

以外の従業員の集団志向性が高い場合には，集

団の繁栄を守るために動機づけられる。そのた

め，集団の価値観や規範を重視することから，

組織が実施する施策を肯定的に捉える傾向があ

ることから，積極的な教育訓練，および WLB

経営や健康経営の知覚がトラックドライバー以

外の従業員の情緒的コミットメントを高めるの

だと考えられる。

　加えて，図 2 では，ドライバー以外の従業員

における関係志向性の調整効果も示されてい

る。ドライバー以外の従業員の関係志向性が低

い場合には，積極的な教育訓練および WLB 経

営の知覚が情緒的コミットメントを高めること

が確認された。関係志向性が低いドライバー以

外の従業員は，他者の利益を生み出すために動

機づけられる訳ではない。だからこそ，自らの

価値を高めるための投資や，自らの生活者とし

ての側面を尊重する姿勢を組織に見出すこと

で，組織に対する愛着が高くなるのだと考えら

れる。

7 ．おわりに

　本稿は以下の 3 つの含意を有していると考え

られる。第 1 に，HRM およびその関連施策の

知覚がトラックドライバーの情緒的コミットメ

ントに与える影響を検討したことである。既存

研究では，トラックドライバーの離職に関して，

様々な施策の影響や情緒的コミットメントが及

ぼす影響が検討されてきた。そこで，本稿では

HRM およびその関連施策に対する知覚がト

ラックドライバーの情緒的コミットメントに及

ぼす影響について改めて着目し，ドライバー以

外の従業員との比較から有効な施策を明らかに

した。

　第 2 に，HRM およびその関連施策の知覚と

組織コミットメントの関係における潜在的な調

整変数として，個人の志向性の違い，とりわけ

対人関係に対する志向性の影響を明らかにした

点である。これまでの HRM 研究では，HRM
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施策が従業員の情緒的コミットメントに及ぼす

影響について検討してきたが，その中でも個人

の志向性に着目した研究は多くなかった。さら

に，その志向性の中でも，上司・同僚との人間

関係に対する志向性の調整効果を明らかにした

研究は限られている。本稿が着目した個人の志

向性の違いは，誘因としての HRM 施策と従

業員の返礼意識・貢献行動の関係に対して，新

たな視点を提示するものである。

　第 3 に，運輸業の企業においては，トラック

ドライバーとそれ以外の従業員に対して，それ

ぞれのアイデンティティ志向性の影響を踏まえ

た HRM およびその関連施策を導入すること

の重要性を明らかにしたことである。双方にお

いて集団志向性の直接的な影響が認められたも

のの，とりわけトラックドライバーに関しては，

関係志向性を考慮する必要性を明らかにした。

トラックドライバーに対する施策の導入の際に

は，上司・同僚との人間関係を考慮することで，

組織に対する愛着や一体感を高める効果がある

と考えられる。

　本稿の今後の課題は，以下の 3 つである。第

1 に，本稿の調査は運輸業 A 社のみで実施さ

れたものであり，分析結果には A 社固有の状

況が反映されている。今後は，本稿で得られた

知見の一般化を検討する必要がある。

　第 2 に，トラックドライバーの離職に関して，

HRM およびその関連施策が情緒的コミットメ

ントを介して自発的離職（もしくは離職意思）

を低下させるという一連のプロセスを明らかに

する必要がある。その際には，本稿では取り上

げることができなかった他の心理変数を含め，

トラックドライバーの自発的離職に対する包括

的な影響メカニズムを考慮する必要がある。

　第 3 に，本稿の分析で用いた HRM および

その関連施策について，包括的な施策を取り

入れた分析を行う必要がある。本稿では山本

（2009）に依拠した 3 つの HRM 施策を用いて

分析を行ったが，今後は報酬制度や福利厚生等

の項目や，それらの施策の束としての効果につ

いても検証することが必要になる。さらに，そ

れらの HRM 施策の束を，モチベーション向

上 HRM 施策，エンパワーメント向上 HRM

施策，スキル向上 HRM 施策（Gardner et al., 

2011）のような対比を用いて分析することも重

要となる。
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8 　自動車運転従業者にはバスや乗用自動車

の運転に従事する人も含まれるが，同白書

によれば，脳・心臓疾患の労災支給決定（認

定）件数が最も多い業種が道路貨物運送業

であり，精神障害に関しても 3 番目に多い

業種であることからも，ここでの自動車運

転従業者の多くは貨物自動車の運転に従事

する人である可能性が高いと推察される。

9 　「令和 2 年賃金構造基本統計調査」によ

ると，大型トラックドライバーの年間賃金

は 4,537,600 円，大型車を除くトラックド

ライバーは 4,192,000 円であり，全産業の

平均値 4,872,900 円よりも低い。
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